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スマホをかざして 

最新情報チェック☞ 

今月のトピックス 

◆インボイス制度の導入に係る対応について………… 
 インボイス制度導入により、簡易課税の方は売上を事業区
分ごとに個別集計する必要があります。 
（※売上集計表は申告相談会案内に同封しています。） 
 また、本則課税の方は免税事業者からの課税仕入額を区分
して計算する必要がありますのでご留意ください。 
◆3月の開催日………………………………………… 
 ①３月３日㈪  ②３月５日㈬  ③３月７日㈮ 

  ④３月１０日㈪ ⑤３月１２日㈬  ⑥３月１３日㈭  
         ※13日はe-tax（電子申告）指導のみ 
 ●各日9:00～11:30 ／ 13:00～15:30 
 ※その他、ご不明な点は商工会までお問合せ下さい。 

 商工会では税理士と職員による青色申告等の所得税・消費
税に関する確定申告個別相談会を3月も引き続き開催していま
す。（混雑を避けるため事前予約制となります） 
 例年商工会で作成指導を受けられている事業所につきまし
ては既に日時を指定してご案内しておりますので、案内に記
載の書類（前年度申告書類控や各種控除証明書等）をご持参
の上お越しください。 
 申告手続きにおいては個人番号（マイナンバー）の記載が
必要となり、申告書の添付書類として個人番号カードもしく
は通知カードと運転免許証等本人確認書類の写しが必要とな
りますので、必ずご持参ください。 

所得税・消費税確定申告相談会開催中！ 

  ～今回の申告から税務署の収受印がもらえなくなります～ 

確定申告書（控）等への税務署収受印廃止について 

 これまで書面提出による確定申告を 
行っていた方は、税務署への書類提出 
時に「控え用紙」に提出年月日入りの 
「収受印」が押され、提出の証明とす 
ることができていました。 
 しかし、この度国税庁より「確定申告書・各種届出書等へ
の控えに対し、令和7年1月から収受印の押捺を廃止する」と
の発表がありました。 
 このため、令和6年分確定申告書提出時は、控え書類へ収
受印の押捺を受けることができなくなりますのでご留意くだ
さい。 
 なお、上記の発表を受け、当会の確定申告相談会で作成し
た申告書類提出時の対応も下記のとおり変更となります。 

【令和6年3月までの対応】 
 ○税務署に書類提出の際は、確定申告書（提出用）と 
 （控え）の両方を提出。 
  ⇒「控え書類（収受印あり）」を必要な方へ受渡し。 
 
 
【令和7年3月からの対応】 
 ○税務署に書類提出の際は、確定申告書（提出用）のみ 
  を提出。 
  ⇒「控え書類（収受印なし）」を各自で保管する。 

 なお、国税庁からは、提出書類に係る「税務署による公的
な証明」について、従来の方法に代わる手段として下記の方
法が示されています。 

 本件について、ご不明な点がありましたら、商工会までお
問合せください。 

①e-taxによる書類提出 
 電子申告時に送付される受信通知には氏名・住
所・受付日時・番号等が記載されており、受信通知
を提出の証明書として扱うことができます。 

②納税証明書の発行 
 税務署窓口にて証明書の発行を受けることができ
ます。なお、証明書の発行手数料は税目ごと1年度に
つき400円です。 

③税務署での閲覧サービス 
 税務署窓口にて過去に提出した申告書等を閲覧す
ることができます。その際、申請を行えば閲覧した
書類を画像データとして撮影することも可能です。 

④保有個人情報の開示請求 
 税務署に開示請求をすることで申告書等の内容確
認をすることができます。 
 ただし、利用には手数料と時間が必要となりま
す。（300円/１か月） 
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令和６年度村松商工会員対象 

景況調査の集計結果について 

令和５年度に引き続き、県補助事業（組織力強化事業）として、令和６年12月に村松商
工会員対象の景況調査を実施しました。集計結果から得られた村松地区内の経済情勢及
び回答企業の経営状況の概況をお知らせします。 

１．調査要領 
 ⑴調査対象                            ⑷調査対象と回答企業の構成 
  ①対象地区：地区内小規模事業者及び中小企業者（商工会員） 
  ②対象企業数：416社（R6.10.30現在の普通会員に配布） 
  ③回答企業数：284社（回答率：68.3%） 
 ⑵調査対象期間：令和6年7月～12月 
        （調査時点：令和6年12月1日現在） 
 ⑶調査方法：経営指導員等による巡回又は窓口によるﾋｱﾘﾝｸﾞ調査 
       及び郵送による配布・回収 

２．地域内産業全体の景況概要 
 地区内会員事業所の景況は、人口減少、物価上昇、国内・海外における経済環境の不確実性など景気回復を抑制する要因は多く、全業種において環境に見合った
価格転嫁が実行できていない事業所が見受けられた。「仕入単価」については、「上昇」とする回答は約75％と昨年比5ポイント増えており、以前にも増して原油
等のエネルギー資源、原材料価格高騰の影響を受けていることがうかがえた。また、「売上」の「減少」との回答も約46％前後と前年度調査時から7ポイントほど
上昇し、厳しい経営環境が続いている。「雇用動向」については、「不変」と回答した事業所が全体の約83％前後であったものの、「減少」と回答した事業所は前
年度調査時から約2ポイント増加。従業員の高齢化など業種によって人材不足の影響がより深刻化している傾向が見受けられ、対策が急務となっている。「景況判
断」における今後の見通しについても「悪化」との回答が53.6％となっており、先行きの不透明感から業況回復には時間がかかるものと見込まれる。 

業 種  調査対象 
企業数 構成比 企業数 構成比 業種別回収率 

製造業 42 10.1% 31 10.9% 73.8% 
建設業 125 30.1% 88 31.0% 70.4% 

卸・小売業 112 26.9% 71 25.0% 63.4% 
ｻｰﾋﾞｽ業他 137 32.9% 94 33.1% 68.6% 

合 計 416 100.0% 284 100.0% 68.3% 

有効回答 

項目 企業数 構成比 概況 
後継者 有 101 35.6% 回答企業全体の64.4%(183社/前年度調査67.9%、前年度比△3.5%)において現時点で後継者が「無い」と回

答。一部では事業承継が進んでいるものの、地区内小規模企業等(会員)における後継者難が課題となっている。 後継者 無 183 64.4% 

【後継者の状況】  

【売上高】  

項目 前年同期比 前期比 今後の見通し 概況 
企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 

増加 46 16.4% 44 14.2% 18 6.4% 
不変 103 36.8% 124 44.0% 132 46.6% 
減少 131 46.8% 114 41.8% 133 47.0% 

 「売上高」は、個人消費において長引く物価上昇に対して賃上げが伴わない状況によ
る節約志向の高まりが消費の阻害要因となっていると思われ、「減少」との回答が前年
同期比で約45％と7ポイントほど上昇するなど厳しい経営環境が続いている。また、今
後の見通しについても47％の事業所が「減少」と回答、「不変」と合わせると93.6％
を占め、引き続き消費行動は抑制されると考えられており先行きへの不安が強い。 

【採算（経常利益）】  

項目 前年同期比 前期比 今後の見通し 概況 
企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 

好転 39 14.1% 29 10.4% 15 5.4% 
不変 111 40.2% 133 47.7% 143 51.1% 
悪化 126 45.7% 117 41.9% 122 43.5% 

 「採算」については、「悪化」との回答が前年比約3～4ポイント増加し、業績回復
が進んでおらず全体として厳しい収益環境にあることがうかがえた。また、今後の見通
しも「悪化」との回答が43.5％、「不変」と合わせると94.6％となり小規模事業者に
おいては、長期化する物価上昇に対して価格転嫁が追いついておらず、業績回復には時
間を要するものと思われる。 

【仕入単価】  

項目 前年同期比 前期比 今後の見通し 概況 
企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 

上昇 203 74.9% 204 74.5% 187 68.0% 
不変 64 23.6% 65 23.7% 80 29.1% 
低下 4 1.5% 5 1.8% 8 2.9% 

 「仕入単価」については、「上昇」とする回答は約75％と前年度調査時と比べ7～9
ポイント増加しており、長期化する原油等のエネルギー資源や原材料価格の高騰の影響
により依然として高い水準で推移している。物価上昇は今後も続くものと見込まれコス
ト負担増加に伴い事業所の収益を圧迫し、厳しい経営環境に拍車がかかることが懸念さ
れるため、さらに今後の動向を注視していく必要がある。 

【販売（客）単価】  

項目 前年同期比 前期比 今後の見通し 概況 
企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 

上昇 58 21.1% 56 20.2% 48 17.3% 
不変 163 59.3% 173 62.5% 173 62.2% 
低下 54 19.6% 48 17.3% 57 20.5% 

 「販売(客)単価」については、「低下」と回答した事業所が前年度調査時と比べ約2
ポイント増加、業種によって偏りはあるものの消費支出には慎重な姿勢が続いている。
今後の見通しについても「不変」並びに「低下」との回答が82.7％と前年度調査時と
比べ4ポイント増加となった。長期化する物価上昇が家計を圧迫している中、値上げは
消費意欲を減退させるという見方が強く、価格転嫁が進んでいない状況がうかがえる。 

【資金繰り】  

項目 前年同期比 前期比 今後の見通し 概況 
企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 

好転 11 4.0% 7 2.5% 5 1.8% 
不変 188 67.6% 196 70.0% 190 67.6% 
悪化 79 28.4% 77 27.5% 86 30.6% 

 「資金繰り」については、「不変」が約68％前後と前年度調査と比較して変動は無
かったが、「悪化」と回答する比率が約30％前後と増えており、コロナ対策融資の据
置期間が終了し、返済負担増により資金繰りが悪化している事業所の増加が見受けられ
る。今後も物価上昇によるコスト増が懸念材料とされており、引き続きキャッシュフ
ローを重視した対策を検討・実行しながら今後の資金繰りに注意していく必要がある。 

【雇用動向】  

項目 前年同期比 前期比 今後の見通し 概況 
企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 

増加 7 2.6% 6 2.3% 8 3.0% 
不変 216 81.2% 223 83.8% 222 82.8% 
減少 43 16.2% 38 13.9% 38 14.2% 

 「雇用動向」については、「不変」と回答した事業所が全体の約83％前後であった
ものの、前年度調査と比べ「減少」と回答した事業所は約2ポイント増加。従業員の高
齢化など業種によっては人材不足の影響がより深刻化している傾向がうかがえる。一部
で外国人労働者を採用して課題解決に取り組んではいるものの、若年層を中心とした人
材確保や待遇改善、生産性向上策の一環としてのDX化推進などの対応が求められる。 

【景況判断】  

項目 前年同期比 前期比 今後の見通し 概況 
企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 

好転 15 5.5% 12 4.3% 13 4.7% 
不変 122 44.4% 129 46.6% 116 41.7% 
悪化 138 50.1% 136 49.1% 149 53.6% 

 「景況判断」については、「悪化」とする回答が増加しており、需要の減少に加え長
期化する物価高の影響で経営コスト増加が響き、業績回復の見込が立たず厳しい状況と
なっている。今後の見通しについても「不変」、「悪化」との回答が95.3％となって
おり、多くの事業所で先行き不透明感が強い状況となっているように見受けられる。 

 商工会員の皆様におかれましては本調査への回答にご協力いただき誠にありがとうございました。本調査につきましては、今後も毎年実施し
て参りますので、引き続きご理解ご協力をお願いいたします。なお、集計結果の詳細版（産業・業種別景況概要含）は、村松商工会のホーム
ページ（https://www.muramatu-net.or.jp）に掲載しておりますので、そちらもあわせてご覧ください。 
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３月の行事予定 

3㈪ 所得税・消費税確定申告相談会③ 村松商工会館 

5㈬ 所得税・消費税確定申告相談会④ 
県連理事会 

村松商工会館 
新潟県商工会館 

7㈮ 所得税・消費税確定申告相談会⑤ 村松商工会館 
10㈪ 所得税・消費税確定申告相談会⑥ 村松商工会館 
12㈬ 所得税・消費税確定申告相談会⑦ 村松商工会館 

13㈭ 所得税・消費税確定申告相談会⑧ 
五泉市観光協会正副会長会 

村松商工会館 
五泉市観光協会 

17㈪ 商工会正副会長会 村松商工会館 

19㈬ 県連合会臨時総会 新潟県商工会館 
21㈮ 事務局責任者研修会 オンライン開催 

27㈭ 商工会理事会 村松商工会館 

18㈫ 五泉市観光協会理事会 五泉市 

24㈪ 村松公園開き 村松公園 

主催年金事務所 
（予約先電話番号） 

会 場 相談日 時 間 

新潟東年金事務所 
（025-283-1014）  

五泉市福祉会館 6㈭ 10:00～15:00 

３月の年金相談のご案内 

 新潟県企業動向調査 ２０２４年下期 
【出典】第四北越リサーチ＆コンサルティング株式会社 マンスリー（2025年2月号） 

～足元の業況感は改善。ただし先行きは悪化が見込まれる～ 

 

 

 

 

 商工会では、商工会に加入していない事業者の方の加入
促進を行っています。皆様の周りで商工会に未加入の方や
新たに事業を創業予定の方、創業された方がおられました
ら、商工会への加入をお勧めくださるようお願いします。  

商工会員募集へのご協力のお願い 

 新潟支部の保険料率は「全国で２番目に低い保険料率」です。 

令和７年３月分（４月納付分）から 

協会けんぽの保険料率が改定されます 

従来 健康保険料率 令和７年３月分～ 

９.３５％  ９.５５％ 
   

従来 介護保険料率 令和７年３月分～ 

１.６０％  １.５９％ 

◆40歳から64歳までの方（介護保険料第2号被保険者）には、健康保険料率に
介護保険料率が加わります。 
◆変更後の健康保険料率と介護保険料率は、3月分（4月納付分）から適用され
ます。賞与については、支給日が3月1日分からとなります。 

０．２％引上げ 

０．０１％引下げ 

日本政策金融公庫貸付利率（令和7年2月1日現在）  

 ◆普通（一般）貸付…貸付限度額 4,800万円 
       運転資金：５年以内/2.60～3.70％ 
       設備資金：10年以内/2.60～3.70％ 
 ◆危機対応後経営安定貸付…貸付限度額 別枠7,200万円 
     運転資金：20年以内/1.75％（据置２年以内） 
   ※既往債務の返済負担軽減のために必要な運転資金 
   ※設備資金は対象外    
 ◆経営改善貸付…貸付限度額 2,000万円 
       運転資金：７年以内/1.75％ 
       設備資金：10年以内/1.75％ 

申告所得税、贈与税、個人事業者の所得税 

申告・納付期限・口座振替日のお知らせ 

 申告所得税（及び復興特別所得税）、個人事業者の消費税
（及び地方消費税）の申告・納付期限並びに各口座振替日は
以下の通りとなりますのでご留意ください。 
 なお、残高不足等で振替日に引落しができない場合は、納
期限の翌日から納付日までの延滞税が課される場合がありま
すのでご留意ください。 

※贈与税については、令和6年3月17日㈪が申告と納税の期 
 限となります。 

区分 申告所得税 個人事業者 
の消費税 

申告期限 ３/１７㈪ ３/３１㈪ 

納期限 ３/１７㈪ ３/３１㈪ 

口座振替日 ４/２３㈬ ４/３０㈬ 


